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法人保険は「法人ほけんの窓口」にお任せください。 

法人ほけんの窓口 名古屋法人営業課 ☎0120-917-796 9：30～17：30（平日のみ受付）
募集代理店　ほけんの窓口グループ（株）　愛知県名古屋市中村区名駅三丁目２５番９号　堀内ビル５階

HM19-220630-840

お問い合わせはこちら相談無料

法人ほけんの窓口  名古屋

自然そのままの姿が残る道や岩場をたどれば、
島の外周を約30分でぐるっと1周でき、
島の中央にある「八百富神社」は、開運・安産・縁結びの
神様を祀る「日本七弁財天」のひとつとしても知られています。
また竹島海岸は日の出の絶景スポットとしても有名です。所在地：知多郡美浜町小野浦岩成20-1

三河湾に浮かぶ神秘的なたたずまいの
小さな島は、国の天然記念物に
指定されています。
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VOICE

安
藤
　
宏
行  

理
事
に

　
　
　
お
話
し
を
聞
き
ま
し
た
。

岡
崎
鉄
工
会
協
同
組
合
　
理
事
長
　
安
藤
　
宏
行

＊＊ 組合プロフィール ＊＊

組　合　名：岡崎鉄工会協同組合

代表者名：安藤　宏行

設立年月：1994年 10月

組合員数：138

住　　所：愛知県岡崎市北野町字池田

　　　　　27番地

組
合
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い

　
私
た
ち
の
組
合
の
前
身
は
、
昭
和
27
年
11
月
に
設
立
さ
れ

た
岡
崎
地
方
機
械
金
属
工
業
協
会
で
す
。
こ
の
協
会
は
、
第

二
次
世
界
大
戦
後
、
軍
関
係
施
設
へ
保
管
さ
れ
て
い
た
各
種

の
工
作
機
械
や
工
具
類
の
国
有
財
産
を
払
い
下
げ
て
も
ら
う

た
め
に
作
ら
れ
ま
し
た
。

　
そ
の
後
、
社
団
法
人
愛
知
県
鉄
工
連
合
会
へ
の
加
盟
に
伴

い
、
岡
崎
鉄
工
会
と
名
称
が
改
め
ら
れ
ま
し
た
。
平
成
６
年

10
月
、
会
員
相
互
が
結
束
し
、
従
来
の
諸
施
策
を
一
変
し
、

地
域
に
密
着
し
た
企
業
支
援
の
で
き
る
団
体
と
し
て
、
法
人

団
体
で
あ
る
岡
崎
鉄
工
会
協
同
組
合
を
設
立
し
、
今
日
に

至
っ
て
お
り
ま
す
。
官
公
庁
、
国
、
県
お
よ
び
市
の
指
導
を

仰
ぎ
な
が
ら
法
人
団
体
と
し
て
育
成
強
化
を
図
り
、
会
員
企

業
の
共
通
の
目
的
で
あ
る
各
種
共
同
事
業
を
充
実
さ
せ
る
た

め
に
、
日
々
様
々
な
活
動
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

組
合
の
活
動
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い

　
共
同
購
買
事
業
と
し
て
、
会
社
に
備
蓄
す
る
た
め
の
防
災

用
品
な
ど
を
取
り
扱
っ
て
い
ま
す
。
現
在
、
非
常
用
食
料
と

し
て
５
年
間
保
存
で
き
る
缶
パ
ン
を
扱
っ
て
い
ま
す
が
、
将

来
的
に
は
同
じ
期
間
保
存
で
き
る
水
な
ど
と
セ
ッ
ト
に
し
て

組
合
員
へ
販
売
し
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。
最
近
は
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
拡
大
防
止
の
た
め
に
、
マ
ス
ク
な
ど

の
衛
生
用
品
も
取
り
扱
い
始
め
ま
し
た
。
組
合
員
か
ら
の
要

望
を
受
け
、
時
勢
に
あ
わ
せ
た
品
物
を
供
給
す
る
こ
と
が
重

要
で
す
。

　
経
営
管
理
に
関
す
る
研
修
会
の
開

催
や
、
組
合
員
及
び
そ
の
従
業
員

に
対
し
て
技
能
の
向
上
を

図
る
た
め
の
講
習
会

も
数
多
く
開
催
し
て

い
ま
す
。
研
修
会
で

は
、
組
合
員
の
海
外

工
場
に
視
察
へ
行
く
な
ど

し
て
海
外
進
出
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
学
ん

だ
り
、
労
働
基
準
監
督
署
や
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
の
方
を
講
師
に
お
招
き
し
て
労
働
災
害
や
安

全
衛
生
に
関
す
る
お
話
を
頂
い
て
い
ま
す
。

　
組
合
員
同
士
の
交
流
を
深
め
る
た
め
、
野
球
や
ソ
フ

ト
ボ
ー
ル
、
ボ
ウ
リ
ン
グ
の
大
会
や
ゴ
ル
フ
コ
ン
ペ
を
毎
年

開
催
し
て
い
ま
す
。
野
球
や
ソ
フ
ト
ボ
ー
ル
な
ど
で
優
勝
す

る
組
合
員
は
、
従
業
員
の
多
い
少
な
い
に
か
か
わ
ら
ず
粘
り

強
く
勝
負
す
る
と
こ
ろ
が
多
い
で
す
。
ま
た
、
交
流
を
深
め

て
い
く
中
で
新
し
い
仕
事
も
生
ま
れ
て
い
る
よ
う
で
す
。

　
そ
の
他
に
も
、
組
合
員
の
後
継
者
育
成
の
た
め
の
青
年
部

組
織
も
あ
り
、
組
合
員
が
主
体
的
に
活
動
し
て
い
ま
す
。

特
に
力
を
入
れ
て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い

　
玉
掛
け
技
能
・
ク
レ
ー
ン
特
別
教
育
合
併
講
習
会
や

フ
ォ
ー
ク
リ
フ
ト
運
転
技
能
講
習
会
の
開
催
に
は
力
を
入
れ

て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
講
習
会
は
、
国
家
資
格
取
得
の
た
め

の
代
理
検
定
と
し
て
岡
崎
で
行
っ
て
い
ま
す
。
三
河
の
会
社

な
ど
「
検
定
を
受
け
た
い
け
れ
ど
名
古
屋
ま
で
は
遠
く
て
行

け
な
い
」
と
い
う
方
も
参
加
し
や
す
く
な
っ
て
い
ま
す
。
ま

た
、
土
日
に
開
催
し
て
い
る
た
め
、
平
日
は
仕
事
で
忙
し
く

て
参
加
で
き
な
い
方
も
多
く
参
加
し
て
い
ま
す
。
こ
う
し
た

講
習
会
を
行
う
こ
と
で
、
組
合
員
の
事
故
を
少
な
く
し
、「
組

合
に
加
入
し
て
い
る
会
社
は
技
術
力
が
高
い
」
と
思
っ
て
も

ら
え
る
よ
う
努
力
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
会
員
増
強
委
員
会
を
設
置
し
、
組
合
員
の
増
加
に

も
力
を
入
れ
て
い
ま
す
が
、
様
々
な
事
情
か
ら
、
年
に
数
社

は
脱
退
し
て
い
ま
す
。
そ
こ
で
、
関
連
会
社
の
中
で
会
員
に

な
っ
て
い
な
い
と
こ
ろ
へ
声
を
か
け
て
も
ら
っ
て
い
る
ほ

か
、
岡
崎
市
の
広
報
誌
で
Ｐ
Ｒ
し
た
り
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で

紹
介
し
て
も
ら
っ
て
組
合
の
認
知
度
を
高
め
て
い
ま
す
。

趣
味
や
休
日
の
過
ご
し
方
を
教
え
て
く
だ
さ
い

　
ゴ
ル
フ
や
お
酒
、
食
事
が
好
き
な
の
で
す
が
、
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
が
騒
が
れ
て
い
る
今
で
は
な
か
な
か
楽
し
め
ま

せ
ん
。
家
の
中
で
は
、
ネ
ッ
ト
の
動
画
配
信
サ
ー
ビ
ス
な
ど

を
使
っ
て
映
画
を
楽
し
ん
で
い
ま
す
。
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中央会ニュースクリップ

皆様からお寄せいただいたご要望・ご意見を「要望事項案」として、とりまとめました

６専門委員会にて決定した　令和２年度 愛知県中小企業団体中央会要望事項案

  総合委員会  〔山口高広委員長（６月 24 日開催）〕
（国に対する要望事項）
１．感染症流行や自然災害等による非常事態発生時の支援策
２．中小企業・組合等連携組織への予算編成・景気対策
３．人材確保・後継者育成・事業承継対策
４．地域資源活用・地域経済の活性化支援
５．中小企業者の官公需受注機会の確保

（県に対する要望事項）
１．県内中小企業者の官公需受注機会の確保
２．中小企業対策予算の充実・強化

  金融委員会  〔石川喜一朗委員長（６月 18 日開催）〕
（国に対する要望事項）
１．�金融機関への指導継続と中小企業への円滑な資金供給体制
の確立

２．政策金融機関の更なる機能の強化と融資制度の拡充
３．信用補完制度の充実
４．経済対策に呼応した中小企業金融対策の一層の充実

（県に対する要望事項）
１．県下中小企業の実情に即応した金融対策の推進

  税制委員会  〔早川隆雄委員長（６月 17 日開催）〕
（国に対する要望事項）
１．�新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中小企業への税
制措置の拡充

２．�消費税率引上げに伴う負担軽減措置の充実並びに二重課税
の早期解消

３．�中小法人に対する法人税の軽減税率の延長・引下げと、適
用所得範囲の撤廃

４．�法人事業税の外形標準課税の中小企業への適用拡大を絶対
に行わないこと

５．欠損金の繰戻還付制度の拡充及び繰越控除期間の延長
６．円滑な事業承継税制の更なる充実並びに制度の簡素化
７．環境税における中小企業に対する負担軽減
８．同族会社に対する留保金課税の全面的な廃止
９．中小企業の幅広い設備投資を後押しする税制の充実
10．�特定共済組合が積み立てる異常危険準備金の損金算入の

導入

11．課税根拠を失った軽油引取税の早急な廃止
12．事業用地に係る固定資産税についての軽減措置の導入
13．事業所税の廃止又は軽減措置の拡大

  商業委員会  〔平岩幸一委員長（６月 19 日開催）〕
（国に対する要望事項）
１．�新型コロナウイルス感染症の影響に対する施策の拡充・強化
２．中小商業支援策の拡充・強化
３．賑わいあるまちづくりの推進
４．不当廉売・不当表示等の取り締まり強化
５．生産性向上・経営力強化に対する支援
６．中小流通業対策支援の強化

（県に対する要望事項）
１．�新型コロナウイルス感染症の影響に対する施策の拡充・強化
２．中小商業事業者に対する支援策の強化

  労働委員会  〔伊藤　茂委員長（６月 22 日開催）〕
（国に対する要望事項）
１．�新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中小企業への助
成制度等の拡充

２．中小企業に対する雇用対策の推進及び人材育成支援の強化
３．中小企業の実情に配慮した “働き方改革 ” を実現すること
４．中小企業の経営状況等を踏まえた最低賃金の設定
５．�社会保障制度の早急な見直しと保険料負担率の軽減措置の
実施

６．�外国人技能実習制度の運用については、中小企業に特段の
配慮をすること

  工業委員会  〔江原功一委員長（６月 23 日開催）〕
（国に対する要望事項）
１．�新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中小製造業への
施策・支援の拡充

２．�中小製造業の生産性向上・経営力強化に対する支援の継続・
強化

３．�環境・災害対策に積極的に取り組む中小企業への支援の拡充
４．中小企業のエネルギー対策支援の強化
５．下請法の厳正かつ迅速な運用と取引条件の改善

※本会では、皆様からいただいたご要望・ご意見を上記のように国や県に届けています。

　本年４月に実施しました要望調査において、会員の皆様よりお寄せいただいたご要望 ･ご意見を６専門
委員会（総合、金融、税制、商業、労働、工業）にて審議し、国や愛知県に対する要望事項案としてとり
まとめました。
　本年は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、各委員の皆様の書面審議による中小企業を取
り巻く社会情勢や施策、組合及び組合員、業界が直面する問題等への意見を経て、委員長、副委員長の出
席により委員会を開催し、要望事項案を決定しました。
　決定した要望事項案は、10 月 19 日（月）キャッスルプラザにて開催予定の第 69 回愛知県大会におい
て決議され、愛知県や愛知県選出国会議員、各関係機関に実現を強く要望してまいります。
　また、東海北陸ブロック中央会にてさらにとりまとめられて全国中央会に提出され、10 月 22 日（木）
茨城県水戸市にて開催予定の第72回全国大会にて決議された後、政府、与野党の幹部などに要望されます。
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中央会ニュースクリップ

●中小企業組合士制度のご案内

貴方も組合実務のスペシャリストになりませんか？
　いま、中小企業組合には、ガバナンスの充実が求められており、広く社会の信頼を高め、社会的責任を果た
すには、組合運営の経験と専門知識を備えた人材が必要とされています。
　中小企業組合士制度は、そのような課題に応え、事業協同組合等の連携組織をサポートする唯一の資格制度
です。
　今回は、中小企業組合士制度の概要や組合士会、検定試験についてご紹介します。

　中小企業組合（事業協同組合、企業組合、商工組合やこれらの組合の連合会）の事務局で働いている役職員の
方の資質向上、組合の健全な発展を図るため、その職務を遂行する上で必要な知識に関する試験を行い、試験合
格者の中から一定の実務経験を持つ方に中小企業組合士の称号を与える制度で、中小企業庁の後援で実施してい
ます。
　現在組合士は、全国で約 3,000 名（令和元年６月１日現在）の中小企業組合士が登録されており、組合はもち
ろん中小企業団体中央会、商工中金等それぞれの分野において活躍しています。

　愛知県の中小企業組合士により昭和５１年に設立された団体で、研
修会や見学会を通じて会員の資質向上や組合士制度の普及などの活動
を実施しております。昨年度は、出前トーク・見学会を開催し、名古
屋城総合事務所職員から名古屋城の歴史や見どころについて語って頂
きました。
　また、中小企業組合検定試験の受験申込者を対象に「試験直前講習
会」を実施し、中小企業組合士を目指す皆様のサポートもさせて頂い
ておりますが、本年度につきましては、新型コロナウイルスの関係で
現在のところ開催は未定です。

中小企業組合士制度とは

愛知県中小企業組合士会

　　　  中小企業組合士になるまで  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

中小企業組合検定試験
（組合会計・組合制度・組合運営）

合格（全科目）
・�一部科目合格については３年間受
験免除

認定申請
・�検定試験に合格し、かつ組合等で
３年以上の実務経験のある者

中小企業組合士認定
・毎年６月１日付で認定
・有効期間５年（その後更新）

検定試験について
　試験の内容は事務局運営を行うために必要な基礎的・実務的知識に
ついて行われます。

＜試験概要＞
○受験資格　　　特になし
○試験科目　　　組合会計　　組合制度　　組合運営　の計３科目
○受験料　　　　３科目受験：6,600 円
　　　　　　　　２科目受験：5,500 円
　　　　　　　　１科目受験：4,400 円
○試験日　　　　毎年 12 月第１日曜日（本年は令和２年12月６日（日））
○試験地　　　　全国 21 会場（名古屋会場は「ウインクあいち」）
○組合士の認定　�試験科目の全てに合格し、中小企業組合等で３年以

上の実務経験があれば組合士として認定されます。
★�受験願書は９月から 10 月中旬まで、都道府県中央会で配布してお
ります。
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政
府
は
景
気
後
退
局
面
を
認
定

　
政
府
は
、
内
閣
府
の
有
識
者
会
議
で
あ
る
「
景
気
動
向

指
数
研
究
会
」
を
開
催
し
、
直
近
の
「
景
気
の
山
」
を

２
０
１
８
年
10
月
と
す
る
方
向
で
認
め
た
。
こ
の
結
果
、
第

２
次
安
倍
政
権
発
足
後
、
２
０
１
２
年
12
月
か
ら
続
い
て
い

た
、
い
わ
ゆ
る
「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
景
気
」
の
景
気
拡
大
期
間

は
２
０
１
８
年
10
月
に
終
わ
り
、
18
年
11
月
以
降
は
景
気
後

退
局
面
に
入
っ
て
い
た
こ
と
に
な
る
。

　「
景
気
の
山
」
や
「
景
気
の
谷
」
と
い
っ
た
景
気
基
準
日

付
の
認
定
は
、
そ
の
時
点
が
景
気
転
換
点
だ
っ
た
こ
と
を
確

実
に
判
定
で
き
る
時
期
ま
で
先
送
り
さ
れ
る
。
従
っ
て
、
通

常
の
景
気
判
断
は
、
少
な
く
と
も
１
年
以
上
は
後
ろ
に
ず
れ

込
む
こ
と
が
多
い
。
今
回
も
18
年
10
月
が「
景
気
の
山
」だ
っ

た
と
確
定
す
れ
ば
、
ほ
ぼ
２
年
近
く
経
っ
て
か
ら
政
府
が
景

気
後
退
局
面
を
認
め
る
こ
と
に
な
る
。

過
去
の
景
気
循
環
と
の
比
較

　
結
果
的
に
、
景
気
回
復
は
71
カ
月
と
い
う
こ
と
に
な
っ
た

が
、
戦
後
最
長
の
景
気
拡
大
期
間
は
２
０
０
２
年
２
月
か
ら

２
０
０
８
年
２
月
ま
で
73
か
月
続
い
た
「
い
ざ
な
み
景
気
」

で
あ
る
。こ
の
期
間
は
、前
半
に
米
国
の
住
宅
バ
ブ
ル
に
よ
っ

て
対
米
輸
出
を
中
心
に
国
内
景
気
が
け
ん
引
さ
れ
、
そ
の
後

２
０
０
５
年
前
後
に
円
高
修
正
局
面
と
な
り
一
時
的
に
停
滞

局
面
を
迎
え
る
が
、
後
半
に
か
け
て
中
国
の
改
革
開
放
バ
ブ

ル
を
背
景
に
再
び
外
需
中
心
に
景
気
が
押
し
上
げ
ら
れ
た
。

　
東
海
地
域
は
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
の
集
積
が
高
く
、
当
時
、

米
国
は
対
日
貿
易
赤
字
を
そ
れ
ほ
ど
問
題
視
し
て
い
な
か
っ

た
こ
と
も
あ
り
、
輸
出
増
に
よ
っ
て
企
業
業
績
が
大
幅
改
善

し
、
賃
上
げ
に
も
繋
が
っ
た
。
２
０
０
５
年
前
後
に
景
気
停

滞
局
面
が
あ
っ
た
が
、
春
に
中
部
国
際
空
港
が
開
港
し
、
夏

に
は
愛
知
万
博
が
開
催
さ
れ
る
な
ど
個
人
消
費
が
下
支
え

し
、
東
海
地
方
の
好
況
感
は
全
国
的
に
も
高
水
準
を
維
持
し

て
い
た
。

　
戦
後
最
長
の
「
い
ざ
な
み
景
気
」
は
米
中
の
バ
ブ
ル
景
気

を
背
景
に
長
期
間
に
わ
た
り
回
復
局
面
を
実
現
し
た
。
今
回

は
戦
後
２
番
目
の
長
さ
と
な
っ
た
が
、
３
番
目
は
１
９
６
５

年
10
月
か
ら
70
年
７
月
ま
で
の
高
度
成
長
期
の
「
い
ざ
な

ぎ
景
気
」
の
57
カ
月
、
次
い
で
、
１
９
８
６
年
11
月
か
ら

１
９
９
１
年
２
月
ま
で
の
「
平
成
バ
ブ
ル
景
気
」
の
51
か
月

と
な
っ
て
い
る
。

回
復
実
感
に
乏
し
い
景
気
回
復

　
今
回
の
景
気
回
復
は
、
過
去
に
長
期
間
続
い
た
回
復
局
面

と
比
べ
て
、
景
気
回
復
の
実
感
に
乏
し
い
と
さ
れ
る
。
最
大

の
要
因
は
期
間
内
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
の
低
さ
で
あ
り
、

景
気
動
向
指
数
の
上
昇
幅
の
小
さ
さ
で
あ
る
。
家
計
部
門
へ

の
波
及
が
鈍
か
っ
た
こ
と
も
実
感
の
乏
し
さ
に

繋
が
っ
て
い
る
。
企
業
の
業
績
は
拡
大
基
調

だ
っ
た
が
、
内
部
留
保
が
増
加
し
た
一
方
で
、

賃
金
は
伸
び
悩
み
、
社
会
保
険
料
や
消
費
税
な

ど
の
家
計
負
担
増
の
影
響
も
大
き
か
っ
た
。

　
今
回
、
２
０
１
８
年
10
月
を
ピ
ー
ク
に
景
気

後
退
局
面
入
り
し
た
き
っ
か
け
は
、
米
中
貿
易

摩
擦
の
激
化
が
大
き
い
。
世
界
経
済
の
減
速
感

と
と
も
に
、
日
本
か
ら
の
輸
出
や
国
内
生
産
も

頭
打
ち
と
な
り
、
そ
の
後
、
内
需
中
心
に
や
や

持
ち
直
す
も
の
の
、
相
次
ぐ
自
然
災
害
や
19
年

10
月
の
消
費
税
引
き
上
げ
が
重
し
と
な
り
、
20

年
の
年
明
け
以
降
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

に
よ
る
緊
急
事
態
宣
言
の
影
響
が
ダ
メ
押
し
と

な
っ
た
。
増
税
以
外
の
要
因
は
不
可
抗
力
も
多

く
、
政
府
と
し
て
は
景
気
後
退
局
面
を
認
め
や

す
か
っ
た
と
も
い
え
る
。

谷
を
越
え
て
も
一
進
一
退
の
回
復

　
し
か
し
、
日
本
経
済
は
す
で
に
後
退
局
面
を

終
え
「
景
気
の
谷
」
を
越
え
て
い
る
可
能
性
が

あ
る
。
す
な
わ
ち
、
緊
急
事
態
宣
言
が
発
令
さ

れ
て
い
た
今
年
５
月
が
「
景
気
の
谷
」
で
、
６

月
以
降
の
景
気
は
極
め
て
緩
や
か
な
が
ら
回
復

局
面
入
り
し
て
い
る
可
能
性
が
高
い
。
４
月
５

月
は
経
済
活
動
を
人
為
的
に
ス
ト
ッ
プ
し
て
い

た
た
め
、
こ
れ
以
上
の
大
底
が
あ
り
得
な
い
の

は
当
然
だ
ろ
う
。

　
足
元
で
は
コ
ロ
ナ
の
新
規
感
染
者
数
が
急
増

し
て
い
る
が
、
十
分
な
補
償
と
セ
ッ
ト
で
再
び

緊
急
事
態
宣
言
を
発
令
す
る
余
力
は
財
政
面
か

ら
も
乏
し
く
、
感
染
防
止
策
と
並
行
し
て
経
済

活
動
を
継
続
す
れ
ば
、
極
め
て
緩
や
か
な
一
進

一
退
の
緩
や
か
な
回
復
局
面
が
続
く
可
能
性
は

高
い
だ
ろ
う
。

戦
後
最
長
の
景
気
回
復
な
ら
ず

中
京
大
学 

経
済
学
部
　
客
員
教
授
　
内
田 

俊
宏

Profile
1968年青森県生まれ。91年一橋大学経済学部卒業。02年名古屋大学大学院経済学研究科博士前期課程修了。91年野村證券。93年東海総合研究所（現
三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング）。15 年４月中京大学経済学部客員教授、学校法人梅村学園評議員、19 年１月同理事。ニュース番組などの
コメンテーターを務めるほか、国土交通省中部地方整備局、愛知県、名古屋港管理組合などの委員も務める。専門はマクロ経済、地域経済。

内田俊宏の経済トレンド
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景況天気図

景況の推移（前年同月比）

景況の推移（前年同月比）

DI 値：好転％から悪化％を引いた値

DI 値：好転％から悪化％を引いた値

【製造業】
印刷：６月は前年比 30 ～ 40% の売上減となり、５月よりは少
し良くなった。通販関係の仕事は好調だが、他は依然動きが悪い。
夏のイベントが次々に中止になってきているので、７月以降も
厳しい予想。
窯業・土石製品：セメント・骨材の価格高騰、輸送コストの上昇、
労務費増加等のコストアップに対応した価格の獲得が課題である。
一般機器：自動車関係はトヨタ自動車の生産減に伴い、金曜日
を休みとしている企業も多い。売上的にも 40 ～ 50%減の企業
が多く、電子関係では 80%減の企業もある。欧米の回復が遅く、
大きく影響しているようである。

【非製造業】
卸売業：新型コロナウイルスによる影響では家庭で作るマスク
の需要でミシンの売上が上がったのと、家庭で眠っていたミシ
ンの修理の要望が多かった。
サービス業（貸おしぼり）：新型コロナウイルスでの自粛は解除
となったものの、おしぼりの需要は減少したままであり、厳し
い状態が続いている。
建設業：新型コロナウイルスの直接的影響はほぼ解消されたと
いえるが、経済全体の落ち込みによる受注減が今後どれほどに
なるのか大変気がかりである。

【製造業】
印刷（大阪府）：日本では新型コロナウイルスが少し落ちたが、
中南米を中心に猛威を振るっている。消毒液を中心に需要が拡
大し、それに伴いシールラベルの製造が追いつかないようであ
るとコンビニ関連ラベルが忙しい。
窯業・土石製品（神奈川県）：新型コロナウイルスの影響で、工
事中断による生産減からの回復がもたつき、一部製品には在庫
増の気配、輸送問題の取り組みも継続しており、地域格差はあ
るものの売上は減少。
一般機器（東京都）：受注が減少している。一部製造ラインを休
止し稼働を緩めている。新型コロナウイルスの緊急支援策を活
用することで、何とか資金繰りを安定させている組合員がいる。

【非製造業】
卸売業（福島県）：古紙市場は横ばいで推移。鉄スクラップ市場
は上旬から中旬にかけて高値を付けたが、月末にかけて下げ、
軟調に推移。
サービス業（奈良県、旅館・ホテル）：６月 19 日に県をまたい
での移動が解除され観光客は、回復しつつあるものの直ぐに宿
泊には結びつかず厳しい状況が続いている。修学旅行はすべて
キャンセルとなり、前年同月対比は０～ 20%となる。
建設業（長崎県）：これから夏を迎えマスクの着用で作業をして
いるため、熱中症対策も加わり、悩ましい課題を抱え建設現場
では様々な対策を講じている。

（出典：全国中小企業団体中央会HPより）

○●○● 業界レポート ●○●○

○●○● 業界レポート（全国） ●○●○

売 上 高 在庫数量 販売価格 取引条件 収益状況 資金繰り 操 業 度 雇用人員 景 況

製 造 業

非製造業

好　転
＋30≦DI

やや好転
＋10≦DI＜＋30

変わらず
−10≦DI＜＋10

やや悪化
−30≦DI＜−10

悪　化
DI≦−30

　この情報は、中央会傘下の県下主要業界組合に配置した 112 名の情報連絡員から寄せられた各業界の
景況報告を集計したものです。情報連絡員は全国に約 3,000 名配置され、全国集計も行われています。

【2020年 6月分】
景況天気図（対前年同月比）

凡例
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パソコンマスターへの道
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インフォメーション

おしらせ

　労働基準法や最低賃金法に定められた手続については、労働基準監督署の窓口にお越しいただくことなく、電子政
府の総合窓口「e-Gov」から、電子申請の利用が可能です。
　新型コロナウイルスの感染拡大を防ぐため、多くの方が利用される労働基準監督署の窓口での届出・申請は避け、
電子申請の利用を推奨します。
　電子申請が直ちに利用できない場合は郵送による届出・申請も可能です。

〇届出・申請可能な主な手続

労働基準法に定められた届出など
●時間外・休日労働に関する協定届（36 協定届）
●就業規則の届出
●１年単位の変形労働時間制に関する協定届　など

最低賃金法に定められた申請など ●最低賃金の減額特例許可の申請　など

※ e-Gov 電子申請システムはパソコンからのみご利用いただけます。

〇簡単・スマートに申請可能です
　・�インターネット上の様式に必要事項を入力し、電子署名を付してクリックするだけで手続ができます。
　・�大量の書類への記入も、電子申請ならデータでスマートに処理できます。
〇導入も簡単です
　・�マイナンバーカードや住民基本台帳カード（以下「マイナンバーカードなど」といいます）�を使うと、電子証明

書の取得の手間や費用がかかりません。
　※ �IC カードリーダライタ（マイナンバーカードなどを読み込む機器）などが別途必要です。
　・�労働基準法や最低賃金法に基づく届出や申請について、社労士が提出代行を行う場合、提出代行に関する証明書
を PDF 形式で添付することにより、使用者の電子署名及び電子証明書を省略することができます。

  電子申請に関してご不明な点については、以下の問い合わせ先にご相談ください。  
①：事前準備や操作方法などに関するお問い合わせ先
電子政府利用支援センター
■電話番号：050-3786-2225（050 ビジネスダイヤル）　050-3822-3345（通話料金はご利用の回線により異なります。）
■受付時間８～３月　平日・土日祝日�午前９時から午後５時まで
②：各届出などに関するお問い合わせ先
　�労働基準法などに基づく届出などについてご不明な点があれば、都道府県労働局または労働基準監督署にご相談く
ださい。
　【都道府県労働局及び労働基準監督署の連絡先等】　https://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/
③：電子申請の手続きや事前準備
　電子申請やその事前準備は、電子政府の総合窓口「e-Gov」でご利用いただけます。　https://www.e-gov.go.jp/
④：労働基準法などの手続に関する電子申請についてのホームページ
　�労働基準法などの手続に関する電子申請については、以下の厚生労働省HPにマニュアル、解説、関連する通達な
どを掲載していますので、ご参照ください。
　・ホームページは「労基法等�電子」で検索！　https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000184033.html
　・【厚生労働省HPの進み方】
　　�「ホーム」>「政策について」>「分野別の政策一覧」>「雇用・労働」>「労働基準」>「事業主の方へ」>「労
働基準法等の規定に基づく届出等の電子申請について」

新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、労働基準監督署への届出や申請は、電子申請を利用しましょう！
～労働基準監督署に来署いただかなくても手続できます～

弁護士による無料の窓口相談を実施しています！
～中小・小規模企業の経営に関する法律問題の相談に応じます！！～

　公益財団法人あいち産業振興機構では、愛知県内の中小・小規模企業の皆様が抱えている経営、契約、事業承継等
の法律問題の解決をお手伝いするため、弁護士による無料の窓口相談を実施しています。
　窓口相談は月４回開催しており、直接、弁護士との面談（１時間程度）にて、その専門的な立場からアドバイスい
たします。秘密厳守で対応しますので、必要書類等をご持参の上、お気軽にご相談ください。

【相談場所】　　愛知県産業労働センター
　　　　　　　（ウインクあいち）14 階

【相談料】　　　無料
【時間】　　　　13 時～ 16 時（事前予約制） 

【相談日】　　　下記 HP よりご確認ください。 
　　　　　　　　http://bit.ly/2ycvnCr

【お問合せ先】　経営アドバイス第一グループ
　　　　　　　TEL　052-715-3070
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インフォメーション

　愛知県中央会では、第 69 回中小企業団体愛知県大会を「新たな社会に�つなぐ愛知の団結力」をキャッ
チフレーズに開催いたします。
　※�新型コロナウイルス感染症の状況により、規模を縮小して開催（講演会の中止を含む）の場合等がご
ざいます。その場合は、愛知県中央会のホームページに掲載いたします。

１．主　　　催　愛知県中小企業団体中央会
２．日時・場所　日時：令和２年 10 月 19 日（月）� （大　会）午後２時 00 分～４時 00 分
� （講演会）午後４時 00 分～５時 30 分
　　　　　　　　場所：キャッスルプラザ４階「鳳凰の間」
　　　　　　　　　　　名古屋市中村区名駅４－３－ 25　　　TEL�052-582-2121（代）
３．内　　　容　議事及び決議（前大会決議経過報告、提案説明、決議・宣言、表彰、来賓祝辞）
　　記 念 講 演　「日本と世界はこれからどうなる」　　　国際政治学者　舛添　要一�氏
４．参　加　料　無料　※９月上旬に「参加申込書」をお送りする予定です。
５．お問い合せ　愛知県中小企業団体中央会　総務部　　木村・井関　TEL�052-485-6811

第 69 回中小企業団体愛知県大会 ～新たな社会に  つなぐ愛知の団結力～



名古屋支店・熱田支店　〒460-0003 名古屋市中区錦3-23-18 TEL 052-951-7581
豊　　橋　　支　　店　〒440-0897 豊橋市松葉町3-71-2 TEL 0532-52-0221

※ 熱田支店は令和２年５月18日（月）より名古屋支店と統合し、名古屋支店と同一店舗で営業いたします。

※広告内容に関する責任は、広告主に帰属します。
※2020 年度に発行する「中央会あいち」に掲載する広告を募集しています。
　お問合せ：振興部　TEL : 052－485－6811

〒460－0002 名古屋市中区丸の内三丁目7番 25号　中文ビル
 ＴＥＬ　〈052〉951－1188
 ＦＡＸ　〈052〉951－1189

代表理事　　舟　橋　正　剛

中部文具工業協同組合
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